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合 計 19,808,499 100.0% 16,437,602 100.0%

 3目
 消防施設費 6,358,072 32.1% 3,514,990 21.4%

 2目
 非常備消防費 633,723 3.2% 632,809 3.8%

 1目
 常備消防費 12,816,704 64.7% 12,289,803 74.8%

 1項
　消 防 費

19,808,499 100.0% 16,437,602 100.0%

 11款
　消 防 費

19,808,499 100.0% 16,437,602 100.0%

○ 消防局所管予算案

Ⅰ　総括表

款 項 目

令和７年度 令和６年度

予算額
（Ａ）

構成比
（％）

予算額
（Ｂ）

構成比
（％）
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3,370,897

3,940,000  

20.5%

国 3,773      

3,940,000  

68,962     559,938      県 1,050      

計 4,823      

1,131,810  1,226,262    

1,661,248  14,126,373   県 77,105     

計 80,878     

県 60,000     

計 60,000     

2,843,082 80.9%

国 － 

914

国 － 

－ 

0.1%

国 3,773      

－ 

県 16,055     

計 16,055     

526,901 4.3%

3,940,000  1,661,248  14,126,373   県 77,105     

計 80,878     

460,476    12,340,173   

3,370,897

20.5%

国 3,773      

20.5%

国 3,773      

3,940,000  1,661,248  14,126,373   県 77,105     

計 80,878     

3,370,897

（ △：減　・　単位：千円 ）

対前年度比較 令和７年度　予算額の財源内訳

特　　定　　財　　源
一　般　財　源(C)/(B)

国県支出金 市　　債 その他
（％）

予算額
(A)-(B)
（Ｃ）

伸率
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Ⅱ　重要施策の概要

 １　災害防ぎょ活動体制の充実

　 ア　消防基盤、消防車両等の整備

　　　＜主な事業＞　★：新規事業

★ 消防出張所の体制整備 12,774 － 皆増

庁舎の改修等 1,313,029 812,469 500,560

消防車両（５台）の更新 574,086 385,893 188,193

活動資機材等の更新 60,171 51,996 8,175

ヘリコプターテレビ電送システム地上設備更新整備
（更新工事　令和７年度～令和８年度）

74,856 13,946 60,910

消防ヘリコプター、消防艇の点検等 185,675 194,644 △ 8,969

消防指令管制情報システム共同運用
（システム保守）

411,044 390,587 20,457

消防救急デジタル無線更新整備
（更新工事　令和６年度～令和８年度）

1,631,381 12,499 1,618,882

(訓練施設：実施設計、教育棟・寮棟：改修工事)

★
消防指令管制情報システムの全面更新
（システム設計　令和７年度～令和９年度）

51,668 － 皆増

アイランドシティ新設出張所整備
（建設工事　令和７年度～令和９年度）

195,878 293,530 △ 97,652

消防学校機能強化
838,179 121,866 716,313

　　　社会状況の変化や都市の特性等を踏まえた消防需要に的確に対応するため、庁舎や
　　通信設備等の消防基盤の整備を推進するとともに、消防車両や活動資機材等の整備を
    行う。

事　業　概　要 令和７年度 令和６年度 増　減

★
博多消防署冷泉出張所の建替え
（基本設計等）

27,565 － 皆増

5,705,598 2,566,068 3,139,530

5,376,306 2,277,430 3,098,876

単位：千円

令和７年度 令和６年度 増　減
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 　イ　消防団施設等の整備

＜主な事業＞　

　ウ　教育訓練等の充実

　 ＜主な事業＞　

消防職員や消防団員に対する教育訓練及び人材育成
の充実

42,850 45,466 △ 2,616

教育訓練用資機材等の更新 1,817 1,691 126

44,667 47,157 △ 2,490

　　　消防学校における教育訓練等により消防職員や消防団員等の能力向上を図るとと

　　もに、教育訓練の充実を図るため教育訓練用資機材等の更新を行う。

事　業　概　要 令和７年度 令和６年度 増　減

装備品の整備 21,498 22,384 △ 886

令和７年度 令和６年度 増　減

消火活動用小型動力ポンプ付積載車（７台）の更新
137,103 169,483 △ 32,380

(名島、多々良２台、香椎２台、和白、内野分団）

消火活動用小型動力ポンプ（５基）の更新等
21,032 23,854 △ 2,822

(和白、御供所、高宮、三宅、入部分団）

御供所分団車庫の整備 86,871 6,527 80,344

分団車庫外壁改修等（壱岐分団） 18,121 19,233 △ 1,112

　　　地域防災を担う消防団の活動を支えるため、消防団施設の改修等を行うとともに、

　　消防車両や活動資機材等の整備を行う。

事　業　概　要 令和７年度 令和６年度 増　減

令和７年度 令和６年度 増　減

284,625 241,481 43,144
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２　救急体制の充実

　ア　救急需要への対応、救急業務の高度化

＜主な事業＞　★：新規事業

＜主な事業＞

一般市民や小中学生を対象とした救命講習の開催等
による応急手当普及啓発の推進

4,815 3,698 1,117

救急車の適時適切利用や＃７１１９の市民への広
報、病気やけが等の救急事故予防策の啓発

350 350 －

5,165 4,048 1,117

　イ　応急手当の普及啓発及び救急車の適時適切利用に関する取組み推進

　　　救命講習の開催等により応急手当の普及啓発を推進するとともに、救急車の適時

　　適切利用に関する取組み等を推進する。

事　業　概　要 令和７年度 令和６年度 増　減

医師による救急活動の事後検証及び指示・指導体制
の構築、救急救命士の処置範囲拡大のための研修

10,158 10,395 △ 237

令和７年度 令和６年度 増　減

救急高度化の推進のために必要な救急救命士の継続
的な養成（15名)

38,395 28,005 10,390

高度な救急救命処置に不可欠な資機材等の整備 76,995 78,356 △ 1,361

高規格救急車（３台）や生体情報モニタ等の車載資
機材の更新

103,657 219,210 △ 115,553

ＦＣ救急車の実証 1,664 2,282 △ 618

★
博多消防署冷泉出張所の建替え（再掲）
（基本設計等）

27,565 － 皆増

★ 消防出張所の体制整備（再掲） 12,774 － 皆増

271,208 338,248 △ 67,040

　　　増加する救急需要に対応するため、新たに救急車を配置できるよう博多消防署冷
　　泉出張所の建替えに着手するとともに、西消防署元岡出張所の体制を整備する。
　　　また、高規格救急車等の更新整備を行うとともに、ＦＣ救急車の実証を行う。
　　　さらに、救急救命士の養成や医療機関における研修を行い、救急活動能力の向上
　　を図る。

事　業　概　要 令和７年度 令和６年度 増　減

令和７年度 令和６年度 増　減

276,373 342,296 △ 65,923
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３　防火・防災体制の充実

ア 火災予防の推進

＜主な事業＞

イ 災害に強い地域づくり

＜主な事業＞

ウ 市民に身近な消防づくり

＜主な事業＞

体験型のイベント、市政だより等による広報の実施 4,670 4,241 429

消防音楽隊による広報活動の充実 89,119 82,714 6,405

市民に親しまれる消防を目指して、各消防署における体験型の庁舎開放イベント

　　や消防音楽隊の演奏活動など、広報事業の充実に取り組む。

事　業　概　要 令和７年度 令和６年度 増　減

令和７年度 令和６年度 増　減

93,789 86,955 6,834

出前講習等による防災・減災教育の実施 38,839 37,501 1,338

防火・防災管理に関する講習の実施 27,091 27,408 △ 317

災害に強い地域づくりを推進するため、消防団等と連携し、地域の自主防災組織

　　等が行う防火・防災訓練の支援や啓発を行う。

また、防火・防災管理講習のオンライン実施など、引き続き受講者が受講しやす

　　い環境づくりに取り組む。

事　業　概　要 令和７年度 令和６年度 増　減

自主防災組織等が行う活動への支援、防災・減災
に関する普及啓発の推進

2,032 1,614 418

令和７年度 令和６年度 増　減

67,962 66,523 1,439

効果的・効率的な査察等の推進 7,598 8,534 △ 936

火災予防啓発事業の推進 7,488 7,591 △ 103

15,086 16,125 △ 1,039

火災予防を推進するため、防火対象物に対して、効果的・効率的に査察等を実施

　　する。

また、住宅用火災警報器の設置・維持管理に関する広報や高齢者等に対する火災

　　予防の啓発に取り組む。

事　業　概　要 令和７年度 令和６年度 増　減

令和７年度 令和６年度 増　減

176,837 169,603 7,234
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（ 歳  入 ）

（18）使用料及び手数料

 1 財産運用収入

83  2 国庫補助金
10 消　防　費

3,773 1,586

64  2 手数料  9 消防手数料 88,318 87,344

（19）国庫支出金
 　国庫補助金

48
（17）分　担　金  1 負担金  9 消防費  

1,333,218 503,912

49  1 使用料  1 総務使用料 3,671 4,091

及び負担金  　負担金

91,989 91,435

Ⅲ　歳入・歳出の款項目別明細

予算案

款 項 目
令和７年度
予算額
（Ａ）

令和６年度
予算額
（Ｂ）

説明書

（その一）

ページ

98 （20）県支出金  2 県補助金
 9 消 防 費
　 県補助金

77,105 77,057

（21）財産収入 85,057 13,341

2,077 5,959
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１　高速道路救急業務費負担金

２　共同運用事業費負担金

３　庁舎等使用料

１　防火管理講習等手数料

２　危険物規制等手数料

１  消防団設備整備費補助金

▲ デジタル田園都市国家構想

交付金

１　水難救助費補助金

２　消防施設整備費補助金

３　消防団加入促進強化補助金

2,187 137.9%
3,773 694 3,079

750 750 － 

300 252 48

－ 892 皆減

76,055 76,055 － 

974 1.1%
75,002

829,306 164.6%

△ 420 △ 10.3%

554 0.6%

（ △：減　・　単位：千円 ）

比較増減額

節
対前年度伸率

(A)－(B) (C)/(B)

（Ｃ） （％）

７年度 ６年度 増減

3,671 4,091 △ 420

1,332,487 502,488 829,999

△ 693

395

731 1,424

579

74,607

13,316 12,737

48 0.1%

71,716 537.6%

△ 3,882 △ 65.1%

-8-



10 消防費
26,120 29,123

▲ 退職手当基金
－         564,400

－         88,866   資金積立金

 　寄附金
111

（22）寄附金  1 寄附金

▲ 退職手当基金

 2 財産売払収入

　 繰　 入 　金 　 繰　 入 　金

82,980 7,382

   繰　入　金

 　収　　　入

   繰　入　金

 2 物品売払
9,757 7,382

106
 1 不動産売払

73,223 －         

 　収　　入
106

ページ

1,3501,039
   運用収入

   配 当 金
105

105
 3 特許権等

予算案

款 項 目

((21）財産収入)  (1 財産運用収入)
 2 利子及び

1,038 4,609

令和７年度
予算額
（Ａ）

令和６年度
予算額
（Ｂ）

説明書

（その一）

117

（23）繰入金 －         653,266

112
 3 庁舎建設等  1 庁舎建設等

   資金積立金
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27　消防救急基金利子収入

▲　退職手当基金利子収入

１　空港対策費寄附金

２　消防事業費寄附金
△ 3,003 △ 10.3%

9,760 14,123 △ 4,363

15,000 1,360

△ 564,400

△ 88,866 皆減

１　土地建物売払収入

▲　退職手当基金受入金

75,598

2,375 32.2%

73,223 皆増

（Ｃ） （％）

△ 311 △ 23.0% １　著作権使用料 1,039 1,350

1,038

７年度 ６年度

△ 311

増減

908 130

－       3,701 皆減

節

（ △：減　・　単位：千円 ）

－       88,866

1,024.1%

9,757 7,382

皆減

16,360

１　物品売払収入

皆増

2,375

１　庁舎建設等資金積立金受入金

73,223 －       

皆減 －       564,400 皆減

△ 3,571 △ 77.5%

比較増減額
対前年度伸率

(A)－(B) (C)/(B)

△ 653,266 皆減
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13 その他の雑入

3,940,000 1,844,000

21,220 20,047

128

歳　　入　　合　　計 5,682,126 3,337,503

11 消防費雑入 74,460 74,140

132 （26）市債  1 市債 10 消防債

128
・
129

（25）諸収入

 2 保険料収入  1 保険料収入

予算案

説明書

（その一）

ページ

款 項 目
令和７年度
予算額
（Ａ）

令和６年度
予算額
（Ｂ）

118
・
119

12 雑入 95,680 94,187

29,184 29,596

124,864 123,783
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１　雇用保険料収入

２　厚生年金保険料収入

１　公務災害補償金　

２　消防団員退職報償金

３　消防救急無線デジタル化

　　事業費助成金

１　その他の雑入

１　消防施設整備債　

26,137 26,205 △ 68

2,096,000 2,096,000

1,173 5.9%

113.7% 3,940,000 1,844,000

320

2,344,623 70.3%

21,220 20,047 1,173

10,836 10,516

320 0.4% 57,796 57,796 － 

5,828 5,828 － 

(A)－(B) (C)/(B)

（Ｃ） （％）

比較増減額

△ 344

７年度 ６年度 増減

3,047 3,391

0.9%

（ △：減　・　単位：千円 ）

節
対前年度伸率

1,493 1.6%

△ 412 △ 1.4%

1,081
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（ 歳  出 ）

11款　消防費

～ 1項　消防費

1 常備消防費

436

予算案

目
令和７年度
予算額
（Ａ）

令和６年度
予算額
（Ｂ）

比較増減額
説明書 対前年度伸率

（％）

（その一） (A)－(B) (C)/(B)

ページ （Ｃ）

526,901 4.3%12,816,704

439

12,289,803
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１．一般職職員給与費等

　　一般職職員・1,240人（うち会計年度任用職員・30人）

 　 関連歳入

    (17)　分担金及び負担金 

　　　　　共同運用事業費負担金

    (25)　諸収入

　　　　　雇用保険料収入

　　　　　厚生年金保険料収入

　　　　　その他の雑入

２．警防・救助・救急経費

　ア　警防経費

　イ　救助経費

　ウ　救急経費

　エ　救急需要対策の推進経費

 　 関連歳入

    (17)　分担金及び負担金 

　　　　　高速道路救急業務費負担金

    (20)　県支出金

　　　　　消防施設整備費補助金

    (22)　寄附金

　　　　　空港対策費寄附金

    (25)　諸収入

　　　　　その他の雑入

555

16,055

5,789

2,649

（ △：減　・　単位：千円 ）

説　　　　　　　　　　明

282,376

６年度

13,559    13,004

増　減

11,694,767 11,513,067 181,700

113,583

223,408   126,665 96,743

731

63,105    47,937 15,168

5,165     4,048 1,117

40,123

3,047

26,137

10,939

305,237     191,654

７年度
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～

予算案

目
令和７年度
予算額
（Ａ）

令和６年度
予算額
（Ｂ）

比較増減額
説明書 対前年度伸率
（その一）

436

（1 常備消防費）

439

(A)－(B) (C)/(B)

ページ （Ｃ） （％）
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３．予防指導経費

　ア　市民防災センター運営経費

　イ　火災予防経費

　ウ　査察指導経費

 　 関連歳入

    (18)　使用料及び手数料

　　　　　防火管理講習等手数料

　　　　　危険物規制等手数料

    (21)　財産収入

　　　　　著作権使用料

    (25)　諸収入

　　　　　その他の雑入

４．その他の経費

　　・広報関連経費

　　・職員関連経費

　　・一般管理経費

　　・消防学校経費

　　・消防救急基金経費

　　・退職手当基金経費

　　・その他一般経費

 　 関連歳入

    (17)　分担金及び負担金 

　　　　　共同運用事業費負担金

    (21)　財産収入

　　　　　著作権使用料

　　　　　物品売払収入

    (22)　寄附金

　　　　　空港対策費寄附金

　　　　　消防事業費寄附金

    (25)　諸収入

　　　　　その他の雑入

（ △：減　・　単位：千円 ）

増　減

74,243 79,582 △ 5,339

説　　　　　　　　　　明

７年度 ６年度

7,598 8,534

7,862 7,651

△ 936

88,318

75,002

13,316

60,084 64,909 △ 4,825

6,561 6,139 422

211

128,797 120,694 8,103

958

477

742,457 505,500 236,957

16,360 15,000      1,360

243,160 3,701 239,459

286,941 300,960 △ 14,019

32,083 30,599 1,484

81

9,757

19,064

2,704

16,360

4,006

27,254 26,895 359

6,138

9,838
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～

438

441

予算案

目
令和７年度
予算額
（Ａ）

令和６年度
予算額
（Ｂ）

比較増減額
説明書 対前年度伸率

（その一） (A)－(B) (C)/(B)

ページ （Ｃ） （％）

2 非常備消防費 633,723 632,809 914 0.1%
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１．消防団員年額報酬

　　年額報酬（単価）

２．消防団員出動報酬等

３．消防団員退職報償金掛金等

４．その他の経費

 　 関連歳入

　　(19)　国庫支出金

消防団設備整備費補助金

(20) 県支出金

水難救助費補助金

消防団加入促進強化補助金

(22) 寄附金

空港対策費寄附金

(25) 諸収入

公務災害補償金

消防団員退職報償金

７年度 ６年度 増　減

113,624 113,624 －

（ △：減　・　単位：千円 ）

説 明

副　 団 　長 69,000

本部部長・分団長 50,500

副 分 団 長 45,500

区　分 金額(円)

団 長 82,500

277,499 279,313 △ 1,814

110,257 110,257 －

部 長・班 長 37,000

団 員 36,500

330

68,632

10,836

132,343 129,615

300

750

2,728

3,773

1,050

57,796

-18-



～

440

443

3 消防施設費 6,358,072 3,514,990 2,843,082 80.9%

予算案

目
令和７年度
予算額
（Ａ）

令和６年度
予算額
（Ｂ）

比較増減額
説明書 対前年度伸率

（その一） (A)－(B) (C)/(B)

ページ （Ｃ） （％）
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１．庁舎等の施設整備費　

　ア　庁舎整備費

　イ　分団車庫等整備費

　ウ　通信施設整備費

　エ　庁舎維持管理費等

 　 関連歳入

    (17)　分担金及び負担金 

　　　　　共同運用事業費負担金

　　(18)　使用料及び手数料

　　　　　庁舎等使用料

　　(21)　財産収入

　　　　　土地建物売払収入

　　(25)　諸収入

　　　　　消防救急無線デジタル化事業費助成金

    (26)　市債

　　　　　消防施設整備債

２．消防車両等整備費　　

　ア　消防車両等更新整備費

更新車両等

№

1 指揮自動車 台

2 消防ポンプ付救助工作車 台

3 化学消防自動車 台

4 消火薬剤タンク付大型化学高所放水車 台

5 特殊災害対応車 台

6 高規格救急自動車 台

7 消火活動用小型動力ポンプ付積載車 台

8 消火活動用小型動力ポンプ(B2、C1) 基

合　　　計 15台・8基

種　　　別 数　量

1

1

1

1

1

3

7

8

1,042,056 1,053,011

813,717 832,878

3,207,000

６年度 増　減

（ △：減　・　単位：千円 ）

説　　　　　　　　　　明

７年度

992,138 341,634

△ 102,610

2,442,692 502,693 1,939,999

104,992 207,602

4,963,823 2,120,818 2,843,005

1,082,367 418,385 663,982

1,333,772

1,043,973

3,671

73,223

5,828

△ 10,955

△ 19,161
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～

440

443

（3 消防施設費）

(C)/(B)

ページ （Ｃ） （％）

予算案

目
令和７年度
予算額
（Ａ）

令和６年度
予算額
（Ｂ）

比較増減額

歳　　出　　合　　計 19,808,499 16,437,602 3,370,897 20.5%

説明書 対前年度伸率

（その一） (A)－(B)
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イ 消防車両等管理費

 　 関連歳入

　　(20)　県支出金

消防施設整備費補助金

(26) 市債

消防施設整備債

３．消防水利整備費　

４．高度救急活動資機材整備費

 　 関連歳入

    (21)　財産収入

消防救急基金利子収入

(26) 市債

消防施設整備債

５．その他の経費

 　 関連歳入

    (22)　寄附金

空港対策費寄附金

(26) 市債

消防施設整備債

７年度 ６年度 増　減

228,339 220,133 8,206

説 明

4,077

34,000

（ △：減　・　単位：千円 ）

1,038

19,000

72,945 51,996 20,949

148,216 △ 34,144114,072

60,000

165,176 140,949 24,227

680,000
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令和７年度提出に係る分

・

・

・

・

Ⅳ　債務負担行為

予算案
説明書
(その二)

ページ

事 項 限　度　額
前年度末までの支出（見込）額

期 間 金 額

376 ア イ ラ ン ド シ テ ィ

496,335 － －

377

新 設 出 張 所 整 備

千円 千円

（ 令 和 ７ 年 度 分 ）

全 面 更 新

（ 令 和 ７ 年 度 分 ）

消 防 指 令 管 制 情 報 シ ス テ ム

62,033 － －

千円 千円

378 ヘリコプターテレビ電送システム

371,377 － －

379 地 上 設 備 更 新 整 備

千円 千円

377

376

379

378

311,051 － －消 防 自 動 車 等 更 新

千円 千円
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左　の　財　源　内　訳

特 定 財 源 一般財源又は

期 間 金 額 国県支出金 地方債 その他

当該年度以降の支出予定額

当該事業財源

千円 千円 千円

－ 124,335及び 496,335

令和９年度

令和８年度

千円 千円

3,981及び 62,033

令和９年度

千円 千円

令和８年度

－ 27,000

千円 千円 千円

千円

39,371 249,000 － 83,006令和８年度 371,377

千円千円 千円

－ 372,000

千円 千円

千円

31,052

千円

－ 290,000 － 21,051令和８年度 311,051

千円 千円

-24-



福岡市消防事務における規制に関する手数料条例の一部を改正する条例案 

１  改正理由 

災害の円滑な復旧に資するため、手数料の減免に係る規定を設ける必要があるも

の。 

２  改正内容 

減免規定の追加（第６条関係） 

手数料の減免に係る規定を追加するもの。 

３  施行期日 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

議案第 84 号 
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手数料の減免について 

○危険物施設等の改修工事

【代表的な例】

災害により被災したガソリンスタンドの改修

工事を行う場合の変更許可申請手数料

手数料の額 26,000 円 ⇒ 減免 

○危険物の仮貯蔵・仮取扱い

【代表的な例】

大規模災害時に、ガソリンスタンド以外の場所において災害対応を行う車両などへ

給油するために危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行う場合の承認申請手数料

手数料の額 5,400 円 ⇒ 減免 

（参考資料） 

※出典：総務省消防庁資料

災害現場等における危険物の仮貯蔵・仮取扱いイメージ図 

（地震で被災したガソリンスタンド） 

※出典：総務省消防庁資料
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福岡市消防事務における規制に関する手数料条例（平成 12 年福岡市条例第 14 号）の

一部を改正する条例案新旧対照表 

旧 新 

第１条～第５条（略） 

（委任）

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

以下略 

第１条～第５条（略） 

（手数料の減免） 

第６条 市長は、規則で定める災害の復旧のた

め必要があると認めるときは、手数料を減免

することができる。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

以下略 
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総務部 77 総務部 80

総務課 13 総務課

令和７年度 組織編成（案）

令和６年度（現行） 令和７年度 組織編成（案）

消防局 1,134 消防局 1,151

警防部 76 警防部 76

消防学校 9 消防学校 10

13

職員課 50 職員課 53

管理課 13 管理課 13

係長※人事係長が兼務

課長※企画調整の新設

服務指導課 0
服務指導課の新設
課長※職員課長が兼務

警防課 31 警防課 31

消防団課 6 消防団課 6

教育課 8 教育課 9

救急課 22 救急課 21

消防航空隊 16 消防航空隊 17

予防部 44 予防部

情報指令部 62 情報指令部 62

情報管理課 7 情報管理課 7

予防課 7 予防課 7

指導課 15 指導課 15

災害救急指令センター 54 災害救急指令センター 54

45

各消防署 865 各消防署 877
元岡出張所の体制整備

査察課 12 査察課 11

防災センター 9 防災センター 11
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